
　相変わらず新型コロナウイルスは蔓延したり、多少収まったりを繰り返し

ています。既に日本に上陸して 2年以上経ちました。収束していくのだろう

か、先行きどのようになっていくのだろうか、人の動きが制限され、人と人

とが遮断された状況下での企業経営の舵取りは、大変やり難い状態が続いて

います。

　当業界も、昨年末からの溶剤の供給不足をはじめとする、原材料不足が現

在も続いており、仕事のやり辛い状態で、コロナの流れも、モノ不足、原材

料高そして価格転嫁の行方と、先の見通しが全く立たない状況を迎えていま

す。

　今、世界的にインフレ傾向で、日本も色んな業種で値上げが打ち出されて

おり、我々の関連とすれば、食品の原料も製品も値上げラッシュです。これ

に更に円安が加わり、消費者物価は上がらざるを得ない状況下と云えるので

はないでしょうか。

　そんな中、当業界が喫緊で最優先にやるべきことは価格を転嫁することで

す。フィルム価格の値上げは昨年分とこれからの第 5次値上げを含めると約

30％を超える値上げになり、また、インキ、溶剤、接着剤等の材料も値上

げが決まりました。今回は原紙、材料共に足並みを揃えた訳で、前向きに考

えれば周りの状況を見ても、千載一遇の時と捉え、コンバーター、プリンタ

ー共に値上げをすべきです。

　こんな時に、価格を据え置いたり、競合相手の出方を探ったりする業者が

必ずいますが、そんな戦術は間違っており、業界全体に悪影響を及ぼすだけ

でなく結局自分の首を絞めることになると思います。幸いにも、経済産業省、

中小企業庁、公正取引委員会等、政府の後押しもありますし、今回の値上げ

は、同業者が皆肩を並べ、一斉に動くことで業界にとって望ましい結果を得

ることが出来ると思います。当会会長が、常々言っていますが、当業界は値

上げに関し、 5 勝10敗であることに対して、今回は是非 1 勝を加え挽回し

ましょう。そして熱意を持って完結して行きましょう。

巻頭言
業界の今

北陸グラビア協同組合

理事長  賀谷真尚
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全グラコーナー

議するので、活発に意見交換をしていただきたい」

と挨拶し、議論に移った。

1．各地の状況
　各単組理事より、コロナ禍での感染状況、景況

などについて情報交換を行った。

2．令和 3 年度決算
　袖山髙明専務理事より、2022年3月末での実

績、同4月末予想を踏まえ、令和3年度の決算予想

について説明があった。

3．第52回通常総会の開催について
　6月24日（金）午後3時より、ホテルニューオー

タニで開催を検討している第52回通常総会につい

て、出席理事の意向を簡易調査したところ、リア

全国グラビア協同組合連合会 定例理事会報告

和綴じを得意とするGP認定工場の大徳製本所
BS フジ『小山薫堂 東京会議』で放映

田 口 薫 会 長 は、冒 頭、

「新型コロナはますます

猖
しょうけつ

獗を極め（勢いを増すこ

と）、第7波、オミクロン株

派生型『XE』が出現し、感

染者が減るどころか、漸増

している。また、ウクライ

ナへのロシア軍の侵攻に伴い、数知れない一般人

や子供たちが犠牲となっており、深く祈りを捧げ

なければならない。ロシアとウクライナは世界の

小麦生産の5番、7番の国だが、この戦争で小麦相

場が暴騰している。またロシアの天然ガスと石油

も、ヨーロッパ各国のエネルギー消費を支えてい

るが、これがストップしそうで、我々に入るあら

ゆるものが高騰しており、非常に懐が痛んでいる。

そうした中にあり、本日、様々な事柄について審

　全国グラビア協同組合連合会は、2022年 4 月14日（木）午後 3 時～ 5 時まで、定例理事会

をオンライン開催しました。田口 薫会長（代表理事）（関東グラビア協組・理事長：大日本パッ

クェージ㈱）、竹下晋司副理事長（関西グラビア協組・理事長：㈱ダイコー）、若狭博徳副理事長

（北海道グラビア印刷協組・理事長：㈱北海サンコー）、大野寿之理事（同・副理事長：極東高分

子㈱）、袖山髙明専務理事、村田英雄顧問の 6 名が事務所から、安永研二副理事長（関東グラビ

ア協組・副理事長：東包印刷㈱）、杉山真一郎副理事長（東海グラビア印刷協組・理事長：富士

特殊紙業㈱）、母里圭太郎副理事長（九州グラビア協組・副理事長：㈱平野屋物産）、山下雅稔理

事（関東グラビア協組・副理事長：㈱巧芸社）、吉原宗彦理事（同・副理事長、東京加工紙㈱）、

東 勇一理事（関東プラスチック印刷協組・副理事長：㈱トーショー）、佐伯鋼兵理事（埼玉県グ

ラビア協組・理事長：㈱佐伯紙工所）、浮田信也理事（東海グラビア印刷協組・副理事長：大和

産業㈱）、奥田拓己理事（関西グラビア協組・副理事長：㈱北四国グラビア印刷）、賀谷真尚理事

（北陸グラビア協組・理事長：賀谷セロファン㈱）の10名が Web 経由で、計16名が参加した。
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全グラコーナー

ル開催賛成6、反対3であった。これがすぐに結論

という訳ではなく、今後、会長を交え、最終結論

を出すこととなった。

4．第20回印刷産業環境優良工場表彰応募
　第1次審査が終了し、2次審査に進んでいるとの

報告があった。

5．グリーンプリンティング（GP）関連
山下雅稔理事より、昨年

創設された GP 環境大賞の

ゴールドプライズについて、

内容に一部不明確な点があ

ったため、「大賞を3回受賞

した企業・団体が4回目を

受賞することになった場

合、大賞ではなくゴールドプライズを授与する」

ことに決まったとの説明があった。

　また、昨年、GP 環境大賞・準大賞にパッケー

ジ部門、GP マーク普及大賞・準大賞にグラビア

部門が創設され前進した。GP マークを軟包装パ

ッケージに付けるのはハードルが高いが、今年も、

得意先にセールスツールの1つとしてご提案いた

だき、パッケージ部門、グラビア部門での GP 環

境大賞、GP マーク普及大賞をアピールしていき

たいのでご協力いただきたい、との要請がなされ

た。

　GP 資機材大賞については、「過去に受賞した企

業は、次回以降の受賞対象から除外することが基

準となっているが、資機材大賞は資材部門と機材

部門の2つで構成されており、部門が異なれば受

賞対象となる」ことが了承されたとの説明があっ

た。

　GPの啓蒙活動関連の最新情報として、BSフジ

の『小山薫堂 東京会議』にて、GP 認定工場が取

り上げられることになった。山下理事によると、

以前より、小山薫堂氏に、印刷業界を取り上げて

もらえないかとのお願いをしてきたが、3月15日

（火）に日印産連の役員と小山薫堂氏の事務所を訪

れ、活動計画についてうち合わせを行い、再度お

願いしたところ、2日後に、急きょ、『小山薫堂 東

京会議』で取り上げてもらえることが決定。

　小山薫堂氏、音楽プロデューサーの松任谷正隆

氏、写真家のハービー・山口氏の3名で構成され

た東京会議写真部が、コロナ禍で疲弊している印

刷業界を盛り上げるため、和綴じ製本を得意とす

る、GP 認定工場の㈲大徳製本所（木村 圭社長、

東京都墨田区太平2－15－7、http://daitoku-

bb.com/）を訪れ、印刷業界の現状を伺った上で、

印刷業界が魅力的に映える写真を撮影し、少しで

も力になろうというもので、冒頭、小山薫堂氏か

ら、GPのPR大使を仰せつかっている旨の説明が
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全グラコーナー

入る予定。

　番組放映日は、5月1日（日）24：00～24：30、

翌週日曜日に再放送されるが、GPJAPAN5月号

がお手元に届くのはその後なので、BS フジ HP の

動画ライブラリ（下記アドレス）にて視聴してい

ただきたい。

　https://www.bsfuji.tv/vod/library/koyama.

html

6．外国人技能実習評価試験
　2021年度の実績として、日新シール工業㈱（大

阪）、富士特殊紙業㈱（茨城）、㈱ダイコー（大阪）、

㈲興和化学工業所（福井）の4件で外国人技能実

習評価試験が実施され、15名が合格したこと、こ

れまで登録監督者および認定監督者は関東の4名

しかいなかったが、日新シール工業から4名、ダ

イコーから3名、富士特殊紙業から2名が新たに加

わり、13名体制となったことが報告された。

　また、「グラビア印刷技能

実習評価委員会」の委員長

を務める竹下晋司副理事長

より、まだ企画段階だが、

関西で学科および実技の集

合試験が行える施設等の整

備を進めていることの報告があった。加えて、「可

能であれば九州の方でも監督者の資格を取得して

いただきたい」との要望があった。

7．各単組の総会予定
　4月14日時点での各単組の総会開催予定は次の

通り。

　　北海道グラビア印刷協組　　 5月27日（金）

　　埼玉グラビア協組　　　　　 書面決議

　　関東グラビア協組　　　　　 5月19日（木）

　　関東プラスチック印刷協組　 5月27日（金）

　　東海グラビア印刷協組　　　 5月13日（金）

　　北陸グラビア協組　　　 　　5月27日（金）

　　関西グラビア協組　　　　　 5月20日（金）

　　九州グラビア協組　　　　　 6月初旬

8．その他
　・関連業界の合従連衡

　・タキガワ・コーポレーショングループのレン

ゴーグループ入り

　・独占禁止法上の「優越的地位の濫用」に関す

る緊急調査の対象業種の選定について（公正

取引委員会、3月30日付発表）
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モネの『睡蓮の池、緑の反映』
高級複製画寄贈

村田英雄さんから14年間の御礼と感謝を込め

　長らく全グラおよび関東グラビア協組の専務理

事を務められてきた村田英雄さんが、2022年1月

14日付で専務理事を退任されたことはGPJAPAN

でも取り上げてきましたので、皆さん既にご承知

のことと思います。

　以降は、組合の教育情報担当顧問として、村田

さんには様々な場面で的確なアドバイスをお願い

することとなります。

　その村田さんから、この4月、2008年からの14

年間に亘
わた

る組合勤続への御礼と感謝を込め、クロ

ード・モネ（Claude Monet, 1840︲1926）の

『睡蓮の池、緑の反映』（Waterlilies Pond, Green 

Refl ection）の高級複製画が寄贈されました。

　「同じ印象派の画家であるヨハネス・フェルメー

ル、クロード・モネ、ピエール＝オーギュスト・ル

ノワールのどれかにしようか迷いました。個人的

にはフェルメールの『真珠の耳飾りの女』とも思

いましたが、飾るためのスペースと事務所という

ことで落ち着いた作品としました」（村田さん談）。

　ご自宅にも絵画を飾られているのではと伺った

ところ、「家に置きたくても飾る場所がありませ

ん」とのお返事。なお、古代から飾り石として用

いられてきた鉱石で、フェルメールが『青いター

バンの少女』の絵の具に使用した、青いパワース

トン（ちょっと下世話な表現で恐縮です）の「ラ

ピスラズリ（瑠
る り

璃）」の石はお持ちとのこと。ただ

し、「コピー品（石鹸）ですが」。

　皆さん、東京にお越しの際は、事務所にお立ち

寄りいただき、目の保養をしてください。

4月14日、全グラ事務所で撮影
左より、北海道グラビア印刷協組の大野寿之副理事長（極東高分
子㈱）、若狭博徳理事長（㈱北海サンコー）、全グラの田口 薫会
長（大日本パックェージ㈱）、関西グラビア協組の竹下晋司理事
長（㈱ダイコー）、全グラの袖山高明専務理事

左より、全グラ事務局の渡邊富美子さん、酒井由香さん
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グラビア研究会 第8回グラビア基礎講座―グラビア印刷、基礎からトラブル対処まで―

主催：（一社）日本印刷学会 技術委員会 グラビア印刷技術研究会

協賛：関東グラビア協同組合、全国グラビア製版工業会連合会

日時：2022年6月8日（水）13：30～16：30（13：00より配信開始）

開催：オンライン開催（Zoom ウェビナー開催）。受講に必要な準備、方法に関しては、

　　　　http://www.jspst.org/event/pdf/ZoomPreparation.pdf をご参照ください。

【プログラム】
13：30～13：40　開会の挨拶 / 諸注意／包装概要

13：40～14：15　グラビア印刷時のフィルムの取り扱いに関する留意点

東洋紡㈱　中谷伊志氏

　フィルムの種類や物性から印刷・ラミなどの加工や保管・取扱い時の留意点について説明する。

14：20～14：55　グラビア印刷機の基礎

富士機械工業㈱　西村高博氏

　グラビア印刷機の基礎知識を得るために、その基本構成と各部の構造、役割および適正テンシ

ョンについて、設計思想を交えながら説明する。

15：00～15：35　グラビア製版の基礎

東洋 FPP ㈱　松崎徳治氏

　グラビアシリンダーができるまでの基礎的な製版工程を説明する。また、製版方式の違いによ

る印刷物の違いについても解説し、最後に印刷と版とのトラブル事例の紹介をする。

グラビア研究会 第8回グラビア基礎講座
6月8日にオンライン開催

　（一社）日本印刷学会技術委員会グラビア印刷技術研究会は、2022年 6 月 8 日（水）午後
1時30分～ 4時30分まで、フィルム（基材）、機械、製版、インキにおける基礎（原理・
用語解説）からトラブル対処について勉強する「第 8回グラビア基礎講座―グラビア印
刷、基礎からトラブル対処まで―」を開催します。今回もZoomによるオンラインセミ
ナーとして、全国どこからでも参加できる企画となっており、入社員はもとより、数年
の現場経験者にも適した講演になっています。講演の要旨集はデータ配信します。また、
講義中の質疑応答に返答できなかったものは、後日講師が回答を配信します。皆様のご
参加をお待ちしております。
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15：40～16：20　グラビアインキの基礎、印刷時のトラブルシューティング

サカタインクス㈱　楠本秀樹氏

　グラビアインキの組成、および生産方法について、具体的な事例を交えて説明する。また、印

刷時の代表的なトラブルに対する対応策について解説する。

16：20～16：30　質問への対応／閉会の挨拶

定　　員：200名（定員になり次第締切）

申込締切：2022年5月31日（火）

参 加 費：正会員・関東グラビア協同組合、全国グラビア製版工業会連合会会員 4,000円

　　　　　非会員 6,000円

※ 視聴1名あたりの費用。複数名が同一 PC 等から参加する場合も、申込者とメールアドレスを同じにし
て聴講者ごとに人数分申し込む。

申込方法：①ホームページから該当する催事参加申込フォームに必要事項を記入して送信

　　　　　　トップページ→ What’ｓ New の催事ご案内→［詳細］→申込方法：⇒申込フォーム

　　　　　　URL：http://www.jspst.org/generateApplicationForm.cgi 

　　　　　②下記する指定口座に参加費を振り込む（振込期限2022年5月31日）

　　　　　　振込口座：みずほ銀行（銀行コード0001）　銀座支店（店番035）　普通口座

　　　　　　口座番号：0050227　口座名義：シヤ）ニホンインサツガツカイ

【注意】
※ 振込の照合のため、振込者名は申込み時に登録した方の名前（フルネーム）として下さい
※ 振込手数料は振込者が負担
※ 参加費の領収書は金融機関から発行される振込票などをもって代えさせていただきます
※ 参加費振込後の申込み取消しは不可。代理出席をお願いします
※ 参加費が振込まれて申込みの受付が完了となります。未振込の状態では申込みは完了していません
※ 他の催事申込み用フォームが同じページに掲載されている場合がありますので、申込フォーム記入の際

には、参加予定の催事をよく確認してください（ホームページが利用できない場合は、参加希望の催事
名称と申込者の氏名、所属、連絡先、E メールアドレスを明記してメールまたは FAX でお申し込み下
さい）。

　参加案内： 参加費の振込確認後、6月6日（月）午後に参加認証メール（セミナー視聴用資料 PDF ダウ
ンロード方法を記載）を登録された E メールアドレスに一斉配信予定

※ 迷惑メール設定をされている場合は、同学会からのメールが受信可能な設定にして下さい
※ 6月6日（月）中に参加認証メールが届かない場合は、下記連絡先に問い合わせ下さい
　連絡先：（一社）日本印刷学会事務局
　TEL：03︲3551︲1808　FAX：03︲3552︲7206　E-mail：nijspst-h@jspst.org
　お断り： 終了時間は予定であり、多少前後することがあります。都合によって講師および演題を変更す

る場合があります
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印刷産業「2050年カーボンニュートラ
ルの実現に向けて」

印刷業界のこれまでの取り組み
　日印産連が今年3月31日

に宣言した、印刷産業の

「2050年カーボンニュート

ラル宣言」の内容について

緒方宏俊常務理事が説明し

た。

　この宣言では、2050年

カーボンニュートラルの実現に向けて、「エネルギ

ー起因の排出極小化」「プロセス・構造の転換」「印

刷技術による地域社会づくり」に取り組み、持て

る技術、知恵を結集し、積極的に挑戦していくこ

ととしている。

　印刷業界としては、GP 認定制度、環境優良工

場表彰制度の設立と環境問題にいち早く対応する

とともに、経済産業省と経団連の「低炭素社会実

行計画」に参加、基準年の2013年と比較してCO2

を35％削減した実績を持つ。さらに、30年度の目

標に、政府が目標として掲げる46％を上回る65万

トン（13年度比55.7％削減）の CO2排出量削減

を掲げている。

カーボンニュートラルな社会を目指すため
の基本的な考え方
　緒方氏は、「事業活動におけるエネルギー起因の

排出極小化」と「カーボンニュートラル社会への

“印刷”の貢献」によって、印刷産業が地球温暖化

対策に取り組む姿勢を明確にするとともに、2050

年カーボンニュートラル社会の実現を目指し積極

的に貢献していくと説明した。

　事業活動におけるエネルギー起因の排出極小化

では、「DX 活用によるモノづくりの効率化を展開

していく。情報管理・加工分野においてはモノづ

くりから情報価値創造産業への業態転換を図る。

そして、全印工連が進めている DX 活用による印

刷会社グループ間の生産調整を可能とする地域密

着型の『ジョブシェアリング・プラットフォーム』

日印産連 第49回GP工場交流会　その1

カーボンニュートラル実現に向け、
GP工場の取り組みを紹介

　（一社）日本印刷産業連合会（日印産連）グリーンプリンティング（GP）認定事務局
は2022年 4月26日（火）、第49回GP工場交流会をオンラインで開催した。今回は92
名の参加の下、新規GP工場に認定された 6工場（オフセット印刷 5工場、シール印刷
1工場）の紹介と、日印産連の緒方宏俊常務理事による印刷産業「2050年カーボンニ
ュートラル宣言」の解説、そしてGP認定審査員の須田治樹氏と㈲サステイナブル・デ
ザインの西原 弘氏を講師に迎え、カーボンニュートラル実現に向けたGP工場の取り
組みについて講演が行われた。ここでは 2回にわたりその内容を掲載するが、今回は
緒方宏俊常務理事による解説と須田治樹氏の講演の内容を紹介する。
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第49回GP工場交流会

の実用化と全国展開を推進し、印刷業界全体での

生産効率の向上、エネルギー使用量の極小化を目

指す。具体的には、①省エネ活動のさらなる推進、

②再生可能エネルギー、新エネルギーの利用拡大、

③プロセス・構造の転換によるエネルギー効率の

最大化に取り組む」と解説。

　また、カーボンニュートラル社会への“印刷”

の貢献については、「印刷で培ってきた情報管理・

加工の技術とノウハウを生かし、多様化・高度化

する顧客のニーズに応えるあらたな情報文化を創

出する。また、包装・産業資材の分野ではより低

炭素で資源循環にも資する製品を開発・提供し、

新たな生活文化の充実を図ることで、原材料調達・

製造・流通・運搬・廃棄工程等サプライチェーン

全体での CO2排出量の削減に取り組む。具体的に

は新たな情報文化の創出、新たな生活文化の創出、

低炭素な地域社会づくりに貢献していく」と述べ

た。

GP認定制度によるさらなる省エネ活動
について　　　　　　　　　　　　　　
―グリーン基準項目と具体的施策―（GP 工場と環
境優良工場の取組事例の解説）

各工程の省エネチェックポイント
　GP 工場認定審査員の須

田治樹氏からは、GP 認定

制度を活用して省エネ活動

を促進させるヒントや自身

が GP 工場審査や環境優良

工場の視察などで尋ねた

300社近い工場で取り組ま

れている省エネ活動の事例などを解説した。須田

氏は、「従来取り組まれていることもあると思う

が、再点検という視点で役立ててほしい。省エネ

は必ず経営的な効果や炭酸ガス削減の効果が得ら

れると確信しているので、役に立つことがあれば

展開していただきたい」と述べた。

　GP 認定審査申請で使用される各工程のチェッ

クポイントをもとにそれぞれ以下のような具体的

な施策を挙げた。

営業・製版・刷版工程における施策
　・ GP 資機材認定機材の採用

　・製版刷版工程のデジタル機器の省エネ化

　・人感センサーによる照明の省エネ化

　・ Hf 蛍光灯（高周波点灯専用形蛍光ランプ）、

LED 照明等の省エネ化

枚葉・輪転・デジタル印刷工程における施策
　・モーターのインバーター制御、UV ランプの

LED 化、乾燥排熱の再利用、脱臭装置の性能

向上、装置からの放熱の断熱対策

　・コンプレッサーの集中管理（グループ制御）、

排熱隔離、吸気温の低減、吐出圧低減、エア

ー漏れの点検

　・空調の局所化、省エネ型空調装置への切り替

え

　・乾燥排気のリターンの見直し（グラビア印刷

およびドライラミネーター）

　・蒸気配管の断熱化・印刷機・乾燥設備を省エ

ネ化

後加工工程における施策
　・表面加工の省エネ化

　　適切な加工方法の選択→要求品質と省エネ加

工

　　インライン OP ニス→水性ニス・UV ニス・

PP 貼→プレスコート

　・製本加工機、製函加工機、スリッター等の省

エネ化

　・ラミネーターのノンソル接着剤化

デリバリ工程における施策
　・最大積載量に見合った輸送単位の設定

　・環境配慮型車両の採用（電気、天然ガス・ハ

イブリッド車）

　・輸送燃料削減策（配送効率等）
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　須田氏は、「コンプレッサーの集中管理はほとん

どの工場で取り組まれている。コンプレッサーは

吐出圧力が大きいと負荷も大きく、余計な電力を

使うので適正かどうかを点検してほしい。また、

吸気温度によって電力消費量は大きく変わり、10

℃違うと約10％電力が変わると言われている。点

検などで設備メーカーと話をする際は、今のコン

プレッサーの使い方がうまくいっているのか確認

してほしい。グラビアが中心になるが、乾燥の排

気を上手く循環しながら再利用している例も多い。

他にも室内で使用する機器の発熱部分を断熱材で

巻くという対策が増えているが、これは空調負荷

を下げることができる。なお、空調は広い部屋で

は局所化しないと効率が悪くなる。空調関係は省

エネ型にシフトしているので設備更新することも

得策の場合が多い」と説明。

　加工機やデリバリについては「今から10年ほど

前に、環境配慮型印刷関連機器の評価が行われて

いる。省エネ型の加工機も試作、開発、上市され

ていると思うので、省エネの視点から新しい機械

の導入など、打ち合わせをしてほしい。仕事の制

約もあるが、グラビアもラミネート等のノンソル

化を進めることで大きな変化が出ている。デリバ

リは、すぐに電気自動車などを導入するのは難し

いが、出来る範囲で省エネ、排ガス対策を手順書

の通り実践していただくことを期待している。GP

ではアイドリングストップなどを中心にしている

が、今後はいかに輸送燃費を削減していくかとい

ったことがお客様から求められる可能性があるの

で、今からデータ収集をお願いしたい」と述べた。

GP
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第49回GP工場交流会

事業者における「環境負荷低減の取り組み」
　今後は、自社の環境方針の公開など、省エネに

取り組むことを外部に開示して、どういう状況に

なっているかを公開する責務が求められる可能性

があるとし、「我々は手順書で省エネ活動を明確に

することを求めている。時々、3カ月、半年分の

データだけを示されている工場があるが、生産高

原単位を含めて年次的に継続してデータ取りを行

うことをお願いしたい。今後はサプライチェーン

全体の一部として、排出量を自社でしっかり把握

することが求められてくる。データを取っても

PDCA に使用しないと無駄になってしまうので、

データを経営に役立つ資料にするために、仕事の

単位当たりでどの程度の電気を使用したかをグラ

フ化してもらいたい」と話す。

　最後に以下のような GP 工場・環境優良工場で

確認した省エネの取り組み事例を紹介した。

　・省エネ活動の掲示（電気、照明等）・クールビ

ズ等の活動に参加

　・エネルギー使用量の経年把握、使用エネルギ

ー量目標設定

　・目標設定の達成のための省エネ診断実施設備

更新、新設には補助金などの活用

　・使用電力のピークカット

　・デマンド・コントロール装置による使用電力

の把握

　・空調の節電活動（冷房28℃、暖房20℃程度）

を実施

　・タイマーによる自動消点灯

　・照明の人感センサー導入

　・全般照明の局所照明化

　・ Hf 照明・LED 等省エネ照明導入

　・フロン類の漏えい点検

　・カーボンオフセットへの取り組み

　・カーボンフットプリントへの取り組み

　・燃料の代替化（重油から都市ガス化等）

　・夜間電力の利用導入

　・冷凍機・チラーの高効率化へ更新

　・ヒートポンプ設備等省エネ空調設備導入

　・受変電設備の省エネ対策（設備更新・受変電

設備の改造・進相コンデンサー導入、電力の

力率改善等）

　・空調機室外機への散水装置等、省エネ効率ア

ップの施工

　・屋根の断熱塗装

　・鉄扉の断熱

　・室内壁面の明塗装化

　・窓ガラスの二重化・遮光フィルム貼付け等に

よる断熱

　・空調区域の間仕切り

　・屋上・壁面緑化

　・太陽光発電装置（太陽光パネル等）導入

　・グリーン電力証書購入

　・新電力の利用

　・太陽熱利用

　省エネについては、一度専門家の診断をしても

らうことを勧め、必要な設備投資は補助金、助成

金などを活用してほしいと話す。また、「私の持論

だが、生産工程における間接時間の短縮は大きな

省エネ効果を生む。間接時間は約8割の会社で改

善の余地があると言っていた。機械の電源を入れ

たままの場合、稼働時のエネルギー比の2～3割を

使うと言われているので、間接時間をいかに少な

くするかを目標値に挙げて取り組むのも1つの大

きなポイントになる。また、刷り直し、作り直し

の削減は、2～3割の会社で課題になっていた。ぜ

ひ具体的な目標値を決めて取り組むことで省エネ

効果に換算してほしい」と説明。

　エネルギー原料・設備・装置等の低 CO2排出型

（省エネ型）への切り替えや建物の改修について

は、「自社の取引業者、付き合いのある設備メーカ

ーは最新の省エネ情報を持っているので点検や故
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障時には、業者の方に省エネに対する取り組みの

質問をして、様々な取り組みの積み重ねていくこ

とでエネルギー削減が可能になる」と述べた。
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電気使用量の実績表（事例）
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1．�回答企業の8割以上がデジタル印
刷機保有

　現在デジタル印刷機を保有しているとの回答が

182社（83.1％）であった（表1）。まだ導入して

いない企業においては、導入を検討中との回答が

3.2％、導入の検討もしていないが13.7％であっ

た。

　主要な受注品目は、上位を占めるのが「パンフ

レット・ポスター」「チラシ」「カタログ」と商業

印刷分野業、次いで出版印刷である「定期刊行物」

が多い（図）。「軟包装、シュリンクフィルム、ビ

ニール」との回答は10％台であった。

　保有設備・社内の工程は、「デジタル印刷機」

「DTP 制作」「製版 /CTP」が保有率70％、次いで

「オフセット印刷機」「デザイン部門」が60％を超

えた。「グラビア印刷機」については10％強であ

日印産連

「デジタル印刷の現状と展望」に関する調査報告
182社がデジタル印刷機692台を保有

　（一社）日本印刷産業連合会（日印産連）は、毎年実施している「印刷業界におけるデジ
タル印刷に関するアンケート調査」の2021年の結果を公表した。全国グラビア協同組合連
合会を含む印刷業界10団体から抽出した590社にアンケート用紙を郵送、219社から回答
を得、回答率は37.1％であった。それによると、デジタル印刷機は182社（全回答企業に
占める比率83.1％）が保有し、保有台数の合計は692台であった。ここでは報告の一部を
紹介するが、日印産連のホームページでは調査の詳細やフリーコメントなどを掲載した報
告書の概要版がダウンロードできるのでご覧いただきたい。

表1　アンケート回収状況とデジタル印刷機の保有状況

団体名

発
送
件
数

有
効
回
答
件
数

回
答
率（
％
）

保
有
社
数

保
有
率（
％
）

保
有
台
数
小
計

1．トナー（粉体）
2．トナー
（液体）

3．IJ（大判） 4．高速 IJ（枚葉） 5．高速 IJ（連帳）
6．IJ（オフセ
ット等に搭載）

7．シール・
ラベル

カラー モノクロ カラー モノクロ カラー モノクロ カラー モノクロ

印 刷 工 業 会 44 22 50 21 95.5 94  30  16  4  19 1  6 18

全 印 工 連 143 72 50.3 69 95.8 272 128  41  9  72 1 10  7 3  1

フ ォ ー ム 工 連 34 13 38.2 13 100 45  16  14   1  2  8 3 1

G C J 64 19 29.7 16 84.2 67  22  41 1  2  1

ジ ャ グ ラ 50 17 34 15 88.2 65  35  24   6

ＪＦＬＰ／ラベル 67 17 25.4 13 76.5 33   7   1  2   5 18

全 国 グ ラ ビ ア 48 21 43.8 4 19 5  4  1

JSPDA／スクリーン 56 15 26.8 11 73.3 27   2  2  21 1  1

全 製 工 連 4 3 75 3 100 15   6   7  1   1

J A G A T 80 20 25 17 85 69  35   8  11  1  9 5

全　　体 590 219 37.1 182 83.1 692 281 111 22 177 4 21 0 44 8 4 20

出典：日印産連「印刷業界におけるデジタル印刷に関するアンケート調査 2021年デジタル印刷市場の現状」
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った。前年と比べて増加した部門は、企画部門、

デザイン部門、品質検査装置、IT 部門であった。

　売上構成比は、全体平均ではオフセットやグラ

ビアなどの「従来印刷」の売上が74.1％、DTP 制

作や製本・後加工含む「デジタル印刷」が11.3％

であった。

2．�デジタル印刷機保有企業の売上構
成比

　デジタル印刷機の保有企業182社に限定して集

計したデジタル印刷の売上構成比は、従来印刷が

71.9％を占め、デジタル印刷は13.2％で、前回調

査から0.4ポイントとわずかながら増加した。

　デジタル印刷の売上構成比分布では、売上高が

全体の「5～10％以下」という回答が19.6％と最

も多く、「10％以下」の企業は全体の63.7％を占

める。

　また、「50％超」という回答は3.0％で前回より

0.6ポイント増加した。これに該当する企業5社の

内訳は、デジタル印刷関連の売上が100％の企業

が1社、90％が1社、65％、60％、55％が各1社

であった。主力受注品目は「報告書、論文、議事

録など」が3社で、「同人誌、自費出版など」が2

社、従業員規模は1～19名が2社、20～49名が1

社、50～99名以上が2社であった。

　デジタル印刷関連の売上構成比の経年変化を見

ると、10％を超えるとの回答の合計が、2018年

30.2％、19年33.5％、20年34.9％、21年36.3％

と徐々に増加傾向にある。

　所属団体別でデジタル印刷の平均売上構成比を

見ると、平均が最も高いのはジャグラで29.5％

（回答社数14社）（表2）。全国グラビアは1.3％（同

4社）で、報告書では、「物性や被印刷体の選択の

幅などを含めてデジタル印刷の品質が従来方式に

追いついていないことの表れだろう」と解説され

ている。

3．�デジタル印刷機の保有台数・稼働
状況・収益性

　デジタル印刷の方式別の保有台数、稼働状況、

図　主要受注品目
出典：日印産連「印刷業界におけるデジタル印刷に関するアンケート調査 2021年デジタ

ル印刷市場の現状」
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収益性を見ると、保有台数の合計は692台（前年

674台）、保有社数は175社（同170社）、1社平均

は3.95台（同3.96台）であった。

　方式別の内訳は、トナー粉体（カラー）281台、

同（モノクロ）111台、大判インクジェット（IJ）

（カラー）177台で、これらの3方式で全体の約

82.2％を占めた。なお、デジタル印刷機の保有社

数は182社だが、方式や台数を非公開にしている企

業が7社あるため、ここでは175社となっている。

　前回との比較では、トナー紛体（カラー）が8

台、同（モノクロ）が9台増加した。大判 IJ（カラ

ー）は30台減少しているが、2018年以来増減を

繰り返している（表3）。

　高速 IJ 機は、枚葉タイプのカラーが前年から9

台、連帳タイプはカラーが22台、モノクロが3台

増加した。前年減少したトナー液体機は7台増加

した。

　なお、保有台数が10台以上の回答企業は14社

で、最多保有台数は22台であった。

4．�デジタル後加工機の保有台数・稼
働状況・収益性

　表面加工機は、稼働状況は高くないものの収益

性が高いという傾向が続いている（表4）。デジタ

表2　所属団体別のデジタル印刷売上構成比

団体名 回答社数 平均売上
構成比

ジ ャ グ ラ 14 29.5

全 製 工 連 3 28.7

ＪＳＰＤＡ／スクリーン 11 16.2

Ｇ Ｃ Ｊ 15 15.7

Ｊ Ａ Ｇ Ａ Ｔ 17 12.4

Ｊ Ｆ Ｌ Ｐ ／ ラ ベ ル 12 12

全 印 工 連 65 11.7

フ ォ ー ム 工 連 12 10.6

印 刷 工 業 会 15 3.4

全 国 グ ラ ビ ア 4 1.3
出典：日印産連「印刷業界におけるデジタル印刷に関するアンケ

ート調査 2021年デジタル印刷市場の現状」

表3　印刷方式別台数の経年変化

2021 2020 2019 2018

トナー（粉体）
カラー 281 273 270 247

モノクロ 111 102 101 91

トナー（液体） 22 15 28 23

IJ（大判）
カラー 177 207 185 244

モノクロ 4 6 1 2

高速 IJ（枚葉）
カラー 21 12 17 21

モノクロ 0 0 0 0

高速 IJ（連帳）
カラー 44 22 18 13

モノクロ 8 5 8 8

IJ（オフ機等搭載） モノクロ 4 3 3 2

シールラベル 20 29 24 8

合　　　計 692 674 655 659

保 有 社 数 175 170 169 154
出典：日印産連「印刷業界におけるデジタル印刷に関するアンケ

ート調査 2021年デジタル印刷市場の現状」

表4　デジタル後加工機の導入状況、稼働状況、収益性

稼働状況 収益性

種　　別 社数 台数計 高 中 低 高 中 低

表面加工（エンボス、箔押しなど） 13 23 1  6  5  6 3  3

抜き加工（レーザーカッターなど） 37 72 6 11 18 16 6 13

イ ン ラ イ ン 製 本 機（ 本 体 内 蔵 ） 22 40 3  5 13  5 8  4

イ ン ラ イ ン 製 本 機（ 別 機 接 続 ）  8 15 3  2  3  5 3  0

そ の 他 12 23 2  5  5  4 3  5
出典：日印産連「印刷業界におけるデジタル印刷に関するアンケート調査 2021年デジタル印刷市場の現状」
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ル印刷の活用のポイントとして効率的な後加工機

との連携を挙げるフリーコメントが今回も多く見

られ、報告書では「印刷はデジタル化により小ロ

ットの対応が容易となるが、次工程のラミネート

工程及び製袋工程がアナログだと意味がない。小

ロット対応のラミネーター及び製袋機が必要。ユ

ーザー側としてはサイズを統一し、まとめて生産

する等の運用の工夫が求められる」「シール・ラベ

ル用の小ロット後加工機の充実。現状はロスが多

い」といった軟包装やシール・ラベル分野での指

摘を紹介している。

5．�デジタル印刷が有版印刷を上回る
時期

　最も多い回答は「（今後とも）超えることはな

い」で60.1％（表5）。併せてフリーコメントの回

答の中から、軟包装とシール・ラベルについて、

「グラビア印刷機をデジタル印刷機に置き換えるこ

とで、脱 VOC 等環境負荷低減になるが、現状の

一次包装の要求物性、外観品質をクリアするには

まだハードルがある」「軟包装はオフセットとは違

い多種多様の材質構成がある上、印刷後にラミネ

ート製袋加工まで一連の流れで対応しなければな

らないため、まだまだ普及するには時間がかかる」

「ボイル、耐水、冷凍などシール・ラベルに求めら

れる機能を備えてほしい」「スクリーン印刷の代替

としてメディアの多様化（密着性、隠蔽性の向上）

に対応してほしい」といったコメントを報告書で

は紹介、デジタル印刷ではまだ充足できない機能、

品質があるようだと指摘している。

表5　デジタル印刷が有版印刷を上回る時期（前年比較）

超える時期 2021 2020 2019 2018 2017 2016

すでに超えた10年以上前 0.0％ 0.0％ 0.0％ 2.0％ 0.0％ 0.0％

すでに超えた5～10年前 1.2％ 1.2％ 1.3％ 2.0％ 0.8％ 2.0％

す で に 超 え た 3 ～ 5 年 前 1.2％ 1.2％ 1.9％ 0.7％ 1.5％ 0.7％

す で に 超 え た 3 年 未 満 0.6％ 0.0％ 0.6％ 0.7％ 1.5％ 2.0％

今 後 3 年 未 満 1.8％ 1.2％ 1.3％ 0.7％ 0.8％ 1.3％

今 後 3 ～ 5 年 後 1.8％ 3.0％ 1.9％ 2.7％ 3.8％ 2.0％

今 後 5 ～ 10 年 後 16.6％ 13.3％ 13.3％ 10.0％ 12.9％ 6.5％

今 後 10 ～ 15 年 後 12.9％ 13.9％ 13.3％ 8.0％ 12.1％ 13.7％

今 後 15 ～ 20 年 後 0.6％ 2.4％ 2.5％ 2.0％ 2.3％ 1.3％

今 後 20 年 以 上 3.1％ 4.2％ 2.5％ 2.7％ 3.8％ 7.2％

超 え る こ と は な い 60.1％ 59.6％ 61.4％ 68.7％ 60.6％ 63.4％
出典：日印産連「印刷業界におけるデジタル印刷に関するアンケート調査 2021年デジタル印刷市場の

現状」
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温対法に基づくGHG排出量算定・報告・公表制度
2018年度のGHG排出量はCO2換算で6億6,914万t

　環境省および経済産業省は、地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117
号。以下、温対法）に基づく「温室効果ガス（GHG）排出量算定・報告・公表制度」の、
2018年度の GHG 排出量を取りまとめ、発表した。それによると、報告事業者（事業所）数
は、事業所からの排出量報告を行う特定排出者である「特定事業所排出者」が12,150事業
者、一定量以上の温室効果ガスを排出する事業所である「特定事業所」が15,040事業所、輸
送部門の排出量報告を行う特定排出者である「特定輸送排出者」が1,314事業者で、特定排
出者全体の算定排出量合計は、6億6,914万 tCO2であった。

集計結果
　報告を行った事業者（事業所）数および報告さ

れた排出量の合計は、下記の通りであった。

（1）特定事業所排出者※1

　特定事業所排出者12,150事業者から報告され

た算定排出量は6億3,945万tCO2であった。GHG

の種類で見ると、エネルギー起源CO2が5億9,194

万tCO2での報告数が最も多く、次いで非エネルギ

ー起源 CO2が5,506万 tCO2、非エネルギー起源

CO2（廃棄物の原燃料使用）が1,019万 tCO2、

N2O（一酸化二窒素）が652万 tCO2、PFC（パー

フルオロカーボン類）が185万 tCO2、SF6（六ふ

っ化硫黄）が132万 tCO2、CH4（メタン）が121

万 tCO2、HFC（ハイドロフルオロカーボン類）が

76万 tCO2、NF3（三ふっ化窒素）が29万 tCO2の

順であった。

　業種（大分類）別で見ると、事業分類が「製造

業」からの算定排出量が最も多く、4億9,184万

tCO2（76.9％）で、特定排出者からの排出量のう

ち約8割を占める。次いで「電気・ガス・熱供給・

水道業」3,489万 tCO2（5.5％）、「卸売業、小売

業」2,435万 tCO2（3.8％）、「サービス業（他に

分類されないもの）」1,952万 tCO2（3.1％）、「宿

泊業、飲食サービス業」930万 tCO2（1.5％）の

順であった。

　製造業の内訳（中分類）は、「鉄鋼業」1億8,777

万 tCO2（29.4％）、「化学工業」7,785万 tCO2

（12.2％）、「窯業・土石製品製造業」6,057万

tCO2（9.5％）、「石油製品・石炭製品製造業」

3,468万 tCO2（5.4％）、「パルプ・紙・紙加工品

製造業」2,618万 tCO2（4.1％）、「輸送用機械器

具製造業」1,888万 tCO2（3.0％）の順となって

いる。

　また、発電所等からのエネルギー起源 CO2排出

量（発電所等配分前）は、4億2,691万 tCO2であ

った。

（2）特定事業所

　一定量以上の GHG を排出する特定事業所

15,040事業所から報告された GHG 排出量は5億
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5,042万 tCO2であった。

　GHG の種類で見ると、エネルギー起源 CO2が

4億7,553万 tCO2で報告数が最も多く、次いで非

エネルギー起源CO2が5,443万tCO2、非エネルギ

ー起源 CO2（廃棄物の原燃料使用）が1,009万

tCO2、N2O が603万 tCO2、PFC が170万 tCO2、

CH4が93万 tCO2、SF6が88万 tCO2、HFC が56

万 tCO2、NF3が27万 tCO2の順であった。

　業種（大分類）別で見ると、主たる事業が「製

造業」の特定事業所からの算定排出量が4億7,395

万 tCO2（86.1％）と最も多く、報告した特定事

業所からの排出量のうち約8割を占める。次いで

「電気・ガス・熱供給・水道業」2,782万tCO2（5.1

％）、「サービス業（他に分類されないもの）」1,739

万tCO2（3.2％）、「医療、福祉」478万tCO2（0.9

％）、「不動産、物品賃貸業」436万 tCO2（0.8％）

の順であった。

　製造業の内訳（中分類）は、「鉄鋼業」1億8,665

万 tCO2（33.9％）、「化学工業」7,579万 tCO2

（13.8％）、「窯業・土石製品製造業」5,983万

tCO2（10.9％）、「石油製品・石炭製品製造業」

3,170万 tCO2（5.8％）、「パルプ・紙・紙加工品

製造業」2,562万 tCO2（4.7％）、「輸送用機械器

具製造業」1,746万 tCO2（3.2％）の順であった。

また、発電所等からのエネルギー起源 CO2排出量

（発電所等配分前）は、3億4,255万tCO2であった。

（3）特定輸送排出者

　特定輸送排出者はいずれもエネルギー起源 CO2

のみが報告対象で、1,314事業者から2,968万

tCO2であった。

　業種（大分類）別で見ると、主たる事業が「運

輸業、郵便業」からの排出量が1,006万 tCO2、

（95.5％）と最も多く、次いで「卸売業、小売業」

25万 tCO2（2.4％）、「製造業」9万 tCO2（0.9％）

の順であった。

　特定旅客輸送事業者につい中分類で見ると、主

たる事業が「鉄道業」からの排出量が最も多く938

万tCO2（70.8％）、次いで「道路旅客運送業」203

万 tCO2（15.3％）、「水運業」185万 tCO2（13.9

％）の順であった。

　特定航空輸送事業者の中分類では、いずれも主

たる事業が「航空運輸業」の事業者からの排出量

で589万 tCO2であった。

特定排出者全体の GHG の種類別算定排出量 特定事業所における GHG の種類別算定排出量
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　特定荷主を大分類で見ると、主たる事業が「製

造業」からの排出量が1,178万 tCO2（73.9％）で

最も多く、次いで「卸売業、小売業」263万 tCO2

（16.5％）、「複合サービス事業」68万 tCO2（4.3

％）の順であった。

GHGの種類別算定排出量
特定事業所排出者

2018年度 ＜参考＞
2017年度

報告事業者数 12,150事業者 12,341事業者

（報告事業所数） （15,040事業所） （15,194事業所）

報告された排出量
の合計 6億3,945万 tCO2 6億5,513万 tCO2

報告された調整後
排出量※2の合計 6億2,040万 tCO2 6億3,881万 tCO2

特定輸送排出者※3

2018年度 ＜参考＞
2017年度

報告事業者数 1,314事業者 1,319事業者

報告された排出量
の合計 2,968万 tCO2 3,098万 tCO2

特定排出者全体（＝特定事業所排出者＋特定輸送

排出者）

2018年度 ＜参考＞
2017年度

報告された排出量
の合計 6億6,914万 tCO2 6億8,611万 tCO2

※ 1  　特定事業所排出者：以下の①または②の要

件を満たす事業者

　　① 全ての事業所の原油換算エネルギー使用量

の合計が1,500kl/ 年以上となる事業者

　　② 次のアおよびイの要件を満たす事業者

　　　ア 　算定の対象となる事業活動が行われて

おり、GHG の種類ごとに、全ての事業

所の排出量が CO2換算で3,000t 以上と

なる事業者

　　　イ 　事業者全体で常時使用する従業員の数

が21人以上

※ 2  　調整後排出量：事業者が事業活動に伴い排

出した GHG の排出量を、国内認証排出削減

量等の無効化量、廃棄物の原燃料使用に伴う

排出量等を控除等して調整したもの。

※ 3  　特定輸送排出者：輸送部門の排出量報告を

行う特定排出者。省エネルギー法に基づく特

定貨物輸送事業者、特定荷主、特定旅客輸送

事業者および特定航空輸送事業者等。

（注） 他人から供給された電気の使用に伴うエネル

ギー起源 CO2排出量は、2018年度の電気の

使用量に、17年度実績の電気事業者別排出

係数を乗じて、算定している

ヒューテック、第2本社が完成、4月から業務開始
　㈱ヒューテックは、かねてより建設を進めて
いた「第2本社」が完成し、2022年4月1日か
ら業務を開始した。同社の関東拠点である東京
支店（さいたま市）と神奈川支店（平塚市）が
第2本社（川崎市）に移転し、営業・技術サポ
ート力の強化、製品の保守体制の拡充を図る。
また、サンプルテストの精度を高めるクリーン

ルームを備えた品質管理部門、お客様の声を反
映した製品づくりを行う開発部門を設けた。
【第2本社所在地】
　〒215‒0033
　神奈川県川崎市麻生区栗木2‒8‒13
　TEL：044‒981‒0008
　FAX：044‒981‒0012
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2021年冷凍食品生産・消費調査結果速報

冷食国内生産量・金額、前年比で増加
家庭用が過去最高に、業務用を上回る

　（一社）日本冷凍食品協会は、コロナ禍にあった令和3年（2021年）の冷凍食品の生産・
消費調査結果の速報を公表した。それによると、冷凍食品の国内工場での生産量は前年に比
べ、2.9％増の1,596千トン、工場出荷額も同5.2％増の7,371億円であった。輸入量・輸入
額、国内消費量においても前年を上回る結果となった。

冷凍食品国内生産は1,596千トン、
出荷額は7,371億円

　2021年（1～12月）に冷凍食品の国内生産を行

っている工場数は432工場（前年比97.7％）、企業

数は365社（同98.6％）といずれも減少している

ものの、生産数量は1,596,214トン（前年比

102.9％）、金額（工場出荷額）も7,371億円（同

105.2％）と前年を上回った（表1）。

家庭用冷凍食品が調査開始以来、
最高値に

　業務用および家庭用の用途別では、業務用の生

産数量が797,547トン（前年比102.3％）、金額が

3,451億円（同105.3％）と、3年連続の減少から

増加に転じた（表2）。家庭用は数量が798,667ト

ン（同103.6％）、金額が3,919億円（同105.2％）

と前年を上回り、いずれも調査開始以来の最高値

となった。業務用はコロナ禍でのテイクアウト、

家庭用は巣ごもり需要の拡大が貢献したのかもし

れない。

　業務用と家庭用の比率は、数量ベースではそれ

ぞれ50.0％、50.0％（前年50.3％、49.7％）、金

額 ベー ス で は 46.8％、53.2％（ 同 46.8％、

53.2.％）の割合で、数量ベースでは家庭用が初め

てわずかながら業務用を上回った。金額ベースで

は、2020年に初めて家庭用が業務用を上回った

が、21年も同様となった。

冷凍パン・パン生地、ギョウザ、
カツなどの生産が増加

　品目別の生産量は、大分類で見ると、農産物が

62,555トン（前年比90.9％）と減少したものの、

水産物が46,816トン（101.4％）、国内生産の大

半を占める調理食品も1,434,168トン（同103.3

％）と増加した（表3）。

　調理食品の小分類を見ると、前年に対して大き

表1　国内生産

工場数 前年比 企業数 前年比 生産数量（トン） 前年比 金額（億円） 前年比

2019年 438  98.6％ 364  91.7％ 1,588,457 100.1％ 6,980  97.3％

2020年 442 100.9％ 370 101.6％ 1,551,213  97.7％ 7,005 100.4％

2021年 432  97.7％ 365  98.6％ 1,596,214 102.9％ 7,371 105.2％
（一社）日本冷凍食品協会「令和3年（1～12月）冷凍食品の生産・消費について（速報）」資料を基に作成
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く増加したのは、パン・パン生地30,361トン（前

年比158.4％）、ギョウザ98,512トン（同109.9

％）、カツ60,214トン（同110.3％）、ミートボー

ル24,966トン（同120.4％）などであった。一方、

減少したのは、うどん196,219トン（同98.2％）、

パスタ62,446トン（同94.8％）、シチュー・スー

プ・ソース類8,272トン（同77.5％）などであっ

た。

　小分類における上位20品目を見ると、1位うど

ん、2位コロッケ、3位炒飯、4位ギョウザと、前

年と同じ順位であった。前年から順位を上げた品

目としては、ハンバーグ5位（前年6位）、ラーメ

ン類6位（同7位）などであった。

ポテト、ブロッコリーの輸入量増加
　財務省貿易統計による2021年の冷凍野菜輸入

量は1,072,390トン（前年比103.8％）で、前年

に6年ぶりに減少していたのが、再び増加した。輸

入額も2,034億円（108.9％）と増加し、調査開

始以来最高となった（表4）。

表4　輸入量・金額推移

数量
（トン） 前年比 金額

（百万円） 前年比

2019年 1,089,449 103.6％ 200,913 103.0％

2020年 1,032,756  94.8％ 186,723  92.9％

2021年 1,072,390 103.8％ 203,394 108.9％
（一社）日本冷凍食品協会「令和3年（1～12月）冷凍食品の生産・
消費について（速報）」資料を基に作成

表2　用途別生産数量・金額
業務用

生産数量（トン） 前年比 構成比 金額（百万円） 前年比 構成比

2019年 896,107  99.6％ 56.4％ 381,514  95.9％ 54.7％

2020年 779,948  87.0％ 50.3％ 327,882  85.9％ 46.8％

2021年 797,547 102.3％ 50.0％ 345,148 105.3％ 46.8％

家庭用

生産数量（トン） 前年比 構成比 金額（百万円） 前年比 構成比

2019年 692,350 100.7％ 43.6％ 316,437  99.1％ 45.3％

2020年 771,265 111.4％ 49.7％ 372,612 117.8％ 53.2％

2021年 798,667 103.6％ 50.0％ 391,918 105.2％ 53.2％
（一社）日本冷凍食品協会「令和3年（1～12月）冷凍食品の生産・消費について（速報）」資料を基に作成

表3　用途別品目

生産数量（トン） 前年比 構成比 金額（百万円） 前年比 構成比

水 産 物

業 務 用    34,520 102.5％  70.5％  30,901 114.7％  69.5％

家 庭 用    12,296  98.4％  29.5％  13,562 109.1％  30.5％

合　計    46,816 101.4％ 100.0％  44,463 112.9％ 100.0％

農 産 物

業 務 用    44,130  86.5％  70.5％  12,141  88.0％  67.0％

家 庭 用    18,425 103.8％  29.5％   5,984  81.9％  33.0％

合　計    62,555  90.9％ 100.0％  18,125  85.9％ 100.0％

調理食品

業 務 用   684,080 103.1%  47.7% 276,035 104.5%  43.3%

家 庭 用   750,088 103.4%  52.3% 361,178 104.9%  56.7%

合　計 1,434,168 103.3% 100.0% 637,213 104.7% 100.0%
（一社）日本冷凍食品協会「令和3年（1～12月）冷凍食品の生産・消費について（速報）」資料を基に作成
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　輸入量が増加した主な品目は、ポテトが377,097

トン（前年比103.7％）、ブロッコリーが65,070

トン（同111.0％）などで、減少したものではえだ

まめが62,450トン（同90.3％）であった（表5）。

　国別の輸入量のうち、主な輸入国である中国は

502,012トン（前年比106.4％）で増加、アメリ

カはポテト、コーンを中心に296,766トン（同

95.1％）、タイは42,818トン（同92.9％）と減少

した（表6）。

調理冷凍食品は生産量、
金額ともに減少

　2021年の調理冷凍食品輸入量は236,142トン

（前年比92.6％）、金額は1,544億円（同98.4％）

と、いずれも前年を下回った（表7）。

　輸入量のうち、業務用は179,736トン（前年比

89.3％）、家庭用56,406トン（同105.4％）、金額

では業務用は1,127億円（同94.1％）、家庭用は

417億円（同112.2％）と、業務用は量、金額と

もに減少し、家庭用はともに増加した（表8、9）。

　国 別 の 輸 入 量 で は、主 な 輸 入 国 の 中 国 が

114,911トン（前年比110.3％）と増加、一方、タ

イが95,921トン（同98.0％）、ベトナムが10,500

トン（同97.3％）がやや減少した（表10）。

　なお、この調査は同協会会員社のうち、輸入調

理冷凍食品を取り扱っている38社を対象にしたも

ので、調理冷凍食品輸入の日本全体の状況を示す

ものではない。

1人当たりの国内消費量、
年間23.1㎏

　2021年の冷凍食品消費量（「冷凍食品国内生産

表5　日本の冷凍野菜品目別生産国別輸入

数量（トン） 前年比 金額（百万円） 前年比

ポ テ ト 377,097 103.7％ 55,652 110.7％

え だ ま め  64,250  90.3％ 14,884  93.5％

ブロッコリー  65,070 110.0％ 13,760 115.0％
（一社）日本冷凍食品協会「令和3年（1～12月）冷凍食品の生産・消費について（速
報）」資料を基に作成

表6　国別の輸入量推移

中国 アメリカ タイ その他

数量（トン） 前年比 数量（トン） 前年比 数量（トン） 前年比 数量（トン） 前年比

2019年 481,834 104.0％ 334,961 105.5％ 49,529 97.6％ 223,125 101.2％

2020年 471,861  97.9％ 311,928  93.1％ 46,105 93.1％ 202,862  90.9％

2021年 502,012 106.4％ 296,766  95.1％ 42,818 92.9％ 230,794 113.8％
（一社）日本冷凍食品協会「令和3年（1～12月）冷凍食品の生産・消費について（速報）」資料を基に作成

表7　調理冷凍食品の輸入量・金額の推移

生産数量（トン） 前年比 金額（百万円） 前年比

2019年 269,043 105.8％ 164,373 100.2％

2020年 254,904  94.7％ 156,845  95.4％

2021年 236,142  92.6％ 154,390  98.4％
（一社）日本冷凍食品協会「令和3年（1～12月）冷凍食品の生産・消費について（速
報）」資料を基に作成
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量」「冷凍野菜輸入量」「調理冷凍食品輸入量」の

合計）は、2,904,746トン（前年比102.3％）と前

年の減少から増加に転じた（表11）。これを総人

口（125,502千人）で割った国民1人当たりの年

間消費量は23.1kg（同102.2％）であった。金額

ベースでも1兆949億円（同104.9％）と増加した。

　なお、調理冷凍食品の輸入は同協会会員だけを

対象にした調査で、会員以外の商社、流通業者等

の輸入を考慮すると、実際の「消費量」は290万

トンを上回るものと考えられる。

表8　調理冷凍食品の業務用・家庭用別輸入量

業務用 家庭用

数量（トン） 前年比 数量（トン） 前年比

2019年 221,474 103.5％ 47,569 118.0％

2020年 201,382 90.9％ 53,522 112.5％

2021年 179,736 89.3％ 56,406 105.4％
（一社）日本冷凍食品協会「令和3年（1～12月）冷凍食品の生産・消費につい
て（速報）」資料を基に作成

表9　調理冷凍食品の業務用・家庭用別輸入額

業務用 家庭用　

金額（百万円） 前年比 金額（百万円） 前年比

2019年 127,586 97.0％ 36,787 113.2％

2020年 119,698 93.8％ 37,147 101.0％

2021年 112,694 94.1％ 41,696 112.2％
（一社）日本冷凍食品協会「令和3年（1～12月）冷凍食品の生産・消費につい
て（速報）」資料を基に作成

表10　調理冷凍食品の国別輸入量推移

中国 タイ ベトナム その他

数量（トン） 前年比 数量（トン） 前年比 数量（トン） 前年比 数量（トン） 前年比

2019年 136,965 107.2％ 108,184 99.3％ 7,743 80.6％ 16,151 203.5％

2020年 104,201 76.1％ 97,901 90.5％ 10,793 139.4％ 42,009 260.1％

2021年 114,911 110.3％ 95,921 98.0％ 10,500 97.3％ 14,810 35.3％
（一社）日本冷凍食品協会「令和3年（1～12月）冷凍食品の生産・消費について（速報）」資料を基に作成

表11　国内消費量

国内生産量
（トン）

冷凍野菜輸入量
（トン）

調理冷凍食品輸量
（トン）

合計
（消費量、トン） 前年比 1人当たりの

消費量（kg）

2019年 1,588,457 1,089,449 269,043 2,946,949 101.9％ 23.4

2020年 1,551,213 1,032,756 254,904 2,838,873 96.3％ 22.6

2021年 1,596,214 1,072,390 236,142 2,904,746 102.3％ 23.1
（一社）日本冷凍食品協会「令和3年（1～12月）冷凍食品の生産・消費について（速報）」資料を基に作成
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